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要 請 書

全国の農村では、都市に先駆け高齢化や人口減少が進んでおり、

農業従事者の高齢化、減少等により、農地、農業用水等の管理や営

農の継続が困難になるなど、様々な影響をもたらすことが想定され

る。

農業を、次世代の担い手にとって魅力ある産業としていくために

は、農地の集積集約、大区画化、汎用化等の農地整備や将来を見越

した適時適切な農業水利施設等の維持・更新が必要となっている。

加えて、全国各地でため池を含む農業水利施設等の老朽化が進行す

る中、大規模地震や気候変動による豪雨災害が多発しており、国民

の生命と財産を守るためにも、ため池等の耐震化や洪水被害防止対

策などの農村地域の防災・減災対策の推進が重要な課題となってい

る。さらに、東日本大震災等による被災地の農業再生に向けて、引

き続き、復旧・復興事業を着実に進めていく必要がある。

水土里ネットは、力強い農業の実現等を通じた食料の安定供給や

農業・農村の多面的機能を発揮させるため、先人達のたゆまぬ努力

により維持・活用されてきた農地・農業用水等の地域資源を良好な

状態で次世代に継承していく責務がある。

この責務の遂行に不可欠な土地改良関係予算は、昨年、「闘う土

地改良」の旗印の下、組織を挙げて様々な活動を行った結果、平成

二十八年度補正予算と平成二十九年度当初予算を合わせて五千七百

七十二億円を確保し、大幅削減前の水準を実現することが出来た。

それでも、当初予算は大幅削減前の七割に留まっており、安定的・

計画的な事業実施のために、当初予算での予算の確保が必要である。

また、本年五月十九日、農地中間管理機構と連携した農業者の費

用負担を求めないほ場整備事業や、ため池等の耐震化を急速に進め

る事業の創設、また、機能向上を伴う施設更新の事業手続きの簡素

化等を盛り込んだ改正土地改良法が成立した。

さらに六月九日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方

針（骨太の方針）2017」では、「ほ場整備事業と機構との連携円滑

化により、農地の整備と集積・集約化を併せて推進するとともに、

土地改良事業により、農地の大区画化や汎用化・畑地化、維持・保

全等を強化する。」とされた。



水土里ネットは、農業・農村、さらには、我々自身が抱える課題

をも直視し、国が示した農政の展開方向を踏まえ、女性の能力も活

用しつつ積極的な貢献を果たしていく覚悟である。

このため全国の水土里ネットは、これまで培ってきた経験と技術

を活用し、「闘う土地改良」のスローガンの下、次の事項の実現を

国に強く要請する。

記

一 農業競争力の強化や国土強靱化を図るため、改正土地改良

法を積極的に活用した現場適合性の高い柔軟な事業の創設と

現場への普及

一 強くてしなやかな農業・農村を支える農業水利施設等につ

いて、近年の急激な農業構造の変化や災害・突発事故の多発

等を踏まえた、管理体制の整備・強化への支援

一 これらの事業を円滑に行うため、米の直接支払交付金が廃

止される平成三十年度当初予算では、土地改良予算の経緯も

踏まえ、現場のニーズに十分応えられる規模の予算の確保
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